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〇家や学校以外の居場所
・国のアンケート調査によると、年齢別の居場所の有無を比較した結果、年齢層が

上がるほど、「居場所がない」と回答する割合が高くなる傾向にある。
また、いずれの年齢区分においても、「家や学校以外に必要と感じないため」、
「住んでいる地域に、そのような場所がないため」と回答する割合が高い。

出典：令和５年こどもの居場所づくりに関する調査研究 報告書概要（こどもの居場所に関するアンケート調査（内閣府 令和４年度） ）

■家や学校以外の居場所の有無（年齢別） ■家や学校以外に居場所がないと感じる理由（年齢別）

１



〇孤独・孤立
・国のアンケート調査によると、令和６年度において、孤独感が「しばしばある・

常にある」と回答した人の割合は、男女ともに20歳代、30歳代が高い。
また、20歳代、30歳代について、令和３年度と比較すると、「しばしばある・常に
ある」と回答した人の割合は、女性の20歳代を除き減少している。

■令和６年度調査における孤独感
（男女別、年齢階級別）

出典：孤独・孤立の実態把握に関する
全国調査（内閣府 令和６年度）

２

■令和３年度調査における孤独感
（男女別、年齢階級別）

出典：孤独・孤立の実態把握に関する
全国調査（内閣府 令和３年度）

※令和７年５月に長野市で実施の若者アンケート調査でも同様の設問あり



〇ひきこもり
・国のアンケート調査によると、趣味や近所での買い物等を除き、ほとんど自宅・自室

から外出しない、ひきこもりの状態(広義のひきこもり）にある15歳～39歳の若者が
2.05％存在する。

出典：こども・若者の意識と生活に関する調査（こども家庭庁（当時は内閣府）令和４年度）

■普段の外出頻度（年齢別）

※令和７年５月に長野市で実施の若者アンケート調査でも同様の設問あり

■左記の外出状況になってからの期間

３

ひきこもりとは、「様々な要因の結果として社会的参加（就学、就労、家庭外での交遊など）を回避し、原則的には６ヶ月以上に

わたって概ね家庭にとどまり続けている状態を指す（他者と交わらない形での外出はしていることもある）」と定義されている。

（厚生労働省「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」（平成22年５月）より）

計 2.05％



〇ヤング（若者）ケアラー
・長野県のアンケート調査によると、お世話をしている家族等がいると回答した人は、

大学生・短大生で4.5%（「かつていた」と回答した人は 3.7%） だった。
また、相談したことがあるかの有無については「ない」が最も多い。
「ある」場合の相談相手は、「家族（父、母、祖父、祖母、きょうだい）」が最も
多い。

・長野市へのヤングケアラーに関する相談は、令和５年度で６件、令和６年度で34件
あった。（長野市子育て家庭福祉課調べ）

■お世話をしている家族等の有無とその続柄 ■左記で「いる」との回答者のうち、相談したことがあるかの有無

４

ヤング（若者）ケアラーとは、「家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められる子ども・若者」（子ども・

若者育成支援推進法、以下「法」という。）のことであり、令和６年６月の法改正で支援の対象であることが明記された。

出典：令和４年長野県ヤングケアラー実態調査結果報告書



〇将来の希望
・国のアンケート調査によると、「自国の将来は明るい」と思う日本のこども・若者の

割合は約２割にとどまっており、「暗い」と思うこども・若者の割合は、平成30（2018）
年度よりも増えている。
また、20歳～39歳における「自分の将来について明るい希望がある」と「どちらかといえば
希望がある」の合計の割合はいずれも６割を超えている。

出典：令和６年版こども白書（こども・若者の意識と生活に関する調査（こども家庭庁（当時は内閣府）令和４年度）

※令和７年５月に長野市で実施の若者アンケート調査でも同様の設問あり

５

■ 「自分の将来について明るい希望がある」と思う
こども・若者の割合

■「自国の将来は明るい」と思うこども・若者の割合



〇自殺
・国の統計資料によると、令和４年の30歳未満の死因の割合においては、15歳～29歳の死因の

半数が自殺となっている。国際的にみると、20歳～29歳の死因で自殺が１位なのは、Ｇ７の
中では日本とドイツのみとなっている。
また、長野市の自殺者数は、年60人前後で推移している。

・民間団体の資料によると、長野市の自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺死亡者数）は男性
20歳代、30歳代で全国と比べて特に高い。

出典：令和６年版こども白書
（人口動態統計（確定数）（厚生労働省 令和４年））

■30歳未満の死因の割合（構成比）

■長野市の自殺者数と自殺死亡率の推移

■Ｇ７各国の20歳～29歳の死因順位

出典：令和６年度自殺対策白書（厚生労働省）

６

（人）

■長野市の自殺死亡率(2019～2023 男女別、年代別) （人）

出典：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省） 出典：地域自殺実態プロファイル2024(いのち支える自殺対策推進センター)

（人）



〇相談体制
・こども総合支援センター「あのえっと」への高校生以上の相談件数は、令和６年度は

103件だった。
・国のアンケート調査によると、相談先に求めることとして「相手が同じ悩みを持って

いる、持っていたことがある」が53.2％で最も高く、「誰にも相談したくない」と
回答した人が、約１割いる。
また、相談したくないと思う理由は、「相談しても解決できないと思うから」（54.5％）
が最も多い。

出典：長野市こども総合支援センター調べ

■相談先に求めること

（件）■あのえっと相談対象者の推移（年代別）

■相談したくないと思う理由
（％） （％）

出典：こども・若者の意識と生活に関する調査（こども家庭庁（当時は内閣府）令和４年度）

※令和７年５月に長野市で実施の若者アンケート調査でも同様の設問あり
７



〇経済的理由による進学率の差異
・国の統計資料によると、令和４年における生活保護世帯の大学等進学率は42.4％で

全世帯の大学等進学率76.2％と比べて低い。

出典：文部科学省高等教育局 令和６年社会・援護局関係主管課長会議資料
各出典
※１ 文部科学省「学校基本調査」
※２ 厚生労働省
※３ 文部科学省「学校基本調査」を基に厚生労働省にて算出
※４ 生活保護世帯において既卒者１年目までを含めた上で算出すると大学等進学率（生活保護世帯）は47.3％（令和４年）となる。

■高等学校等、大学等進学率の推移

８



〇経済的理由による進学先の差異（長野県）
・長野県のアンケート調査によると、希望する進学先について、「四年制大学」と回答

した割合は、一般家庭では70.4％、周辺家庭では50.7％、困窮家庭はで35.3％だった。
また、希望の進学先に進学する予定があるかについて、困窮家庭では一般家庭や周辺
家庭に比べて、「経済的な理由で、予定はない」の回答割合（11.8％）が特に高い。

■希望する進学先（生活困窮度別） ■希望の進学先に進学する予定の有無（生活困窮度別）

※生活困窮度について
以下の❶❷❸の３つの要素の回答状況に基づいて分類

出典：長野県子ども・若者支援総合計画（長野県子どもと子育て家庭の生活実態調査（令和４年度））

出典：長野県子どもと子育て家庭の生活実態調査報告書（令和４年度） ９



〇経済的理由による進学先の差異（長野市）
・長野市のアンケート調査によると、希望する進学先について、「四年制大学」と回答

した割合は、一般家庭では74.4％、周辺家庭では45.5％、困窮家庭では58.8％だった。
また、希望の進学先に進学する予定があるかについて、困窮家庭では一般家庭や周辺
家庭に比べて、「経済的な理由で、予定はない」の回答割合（10.7％）が高い。

■希望する進学先（生活困窮度別） ■希望の進学先に進学する予定の有無（生活困窮度別）

出典：長野市子どもの貧困対策計画（長野市子どもの生活状況に関する実態調査（令和３年度））
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■支援機関への来訪者等のニート状態の期間（年齢別）

〇ニート
・国の統計資料によると、15歳～39歳人口に占める若年無業者（ニート）の割合は2.3％で、

一時的に増減があったものの、長期的に大きな変化はない。
・国が支援機関への来訪者等に実施したアンケート調査によると、ニート状態の期間は、

過半数が１年以下だった。
また、生活行動においては、面接に関することや、職場での人間関係等に苦手意識を
感じる人の割合が高い。

出典：令和４年度子供・若者白書（総務省「労働力調査」）

■15歳～39歳人口に占める若年無業者の割合（男女別）

11

「子供・若者白書」では、ニートを「就業・就学しておらず、職業訓練も受けていない若者」と定義している。また、総務省「労働力

調査」ではニートを「非労働力人口のうち、通学もしておらず、就業も求めていない15歳～34歳の若者」と定義していている。

■生活行動の苦手意識

出典：平成19年ニートの状態にある若年者の実態及び支援策に関する調査研究(ニートの状態にある若者へのアンケート調査(厚生労働省 平成18年度))



■理想とする働き方（男女別）

〇仕事観（17歳～19歳）
・民間団体のアンケート調査によると、約８割が働くことに不安を感じていた。

理想とする働き方は、「定年まで一つの会社で働き続けたい」が26.1％、「より良い就業
条件・職場環境を求め、何度か転職したい」が24.2%だった。
また、入社する企業を選ぶ際に重視することとして、「給与や待遇が優れている」が
約５割で最も多く、次いで、「福利厚生が充実している」「希望する業界である」
「ワークライフバランスが充実している」が多かった（約３割）。

■働くことに対する不安（男女別）

出典：18歳意識調査「就職・仕事観」（日本財団 令和６年）

■入社する企業を選ぶ際に重視すること（男女別）
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女性
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4.8%

2.4% 2.1% 1.9% 2.0% 1.9%
0.9%

4.0%
5.6% 6.3% 5.8%

3.6%
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令和６年度

〇就労状況
・国の統計資料によると、平成26年と令和６年の15歳～44歳の非正規雇用割合の比較では、

男性は23.4％から24.1％に増加、女性は50％から43.6％に減少している。
週60時間以上労働している就業者は、平成26年度と令和６年度の比較では、全体的に
減少している。
また、男女別では、長時間労働は男性の方が多い傾向にある。
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64.8
35.2

平成26年

66.7
33.3

令和６年

76.6

23.4

平成26年

75.9

24.1

令和６年

■正規・非正規雇用割合 男性

5050

平成26年

56.4
43.6

令和６年（％）
（％） （％）

■週60時間以上労働している就業者の割合 （男女別、年齢階級別）

2.3%

11.3%

16.6% 16.8%

12.7%

7.5%

2.2% 4.2%
2.9% 2.8% 3.4%

4.4%

2.2%

7.9%

10.9% 10.8%

8.6%

6.1%

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

平成26年度

出典：総務省「労働力調査」

出典：総務省「労働力調査」

■正規・非正規雇用割合 男女計■正規・非正規雇用割合 女性


